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※　「令和6年度　町政の主要施策」は、当初予算時点のものです。
　　やむを得ず、中止等になる事業もございますので、予めご了承ください。
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

5,400千円

29,109千円

1,200千円

1,018千円

170,000千円

61,850千円

(15,000千円)

12,518千円

2

5 河川事業 単独 都市建設課

3
自主防災組織
設立事業

　火災、その他の災害から生命、財産を守るため、消防設
備の整備充実を図る。
　〇消防ポンプ自動車更新(第1分団第2部)等

単独 総務課

総務課

1
　水道配水管整備工事に併せて市街地及び密集地、更
に、これに準ずる地域に消火栓を設置する。

消火栓設置事業

〇災害から町民の生命・身体・財産を守り、生活の安全を確保するため、自主防災組織の設立・
活動支援及び消防設備の整備・充実を図る。
〇治水強化に向け、主要河川の危険箇所の早期改修を関係機関に要請するとともに、中小河川に
ついても護岸未整備区間の改修を推進する。
〇市街地における浸水被害の軽減・防止を図るため、対象区域における公共下水道の雨水整備を
計画的に推進する。

事　 業 　名

総務課
　災害時に自治会の防災活動を推進するため、自主防
災組織の設立、育成及び防災活動の支援を図る。

上下水道課

　災害により被災した避難者用の非常食料や避難所用
資機材を整備する。

総務課

6 補助

単独

(1) 消防・防災体制の充実

公共下水道事業(雨

水)

１　“安心安全・定住”のまちづくり

単独

消防設備整備事業 単独

4 防災体制整備事業

　治水と環境とに配慮しながら、護岸未整備箇所を整
備する。

　武名瀬川第三排水区等の雨水排水施設の整備を推進
する。

農政課
　水田に排水調整桝を設置することで豪雨発生時の水
路や河川への排水量の急激な上昇を抑え、内水被害の
軽減を図る。

7
田んぼダム
整備事業

単独

1



単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

4,000千円

12,907千円

1,600千円

4,000千円

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

3,612千円

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

64,842千円

(32,400千円)

10,118千円

地域生活課
　地域の防犯力の向上を目的に、地域団体等が設置す
る防犯カメラに対し補助する。

3
街頭防犯カメラ設
置費補助事業

単独

1

(2) 交通安全・防犯体制の充実

中心市街地整備
事業

(3) 調和のとれた土地利用の推進

〇地籍調査を実施することにより、土地に関する実態を正確に把握し、土地利用の推進を図る。

　地籍調査事業を推進し、土地政策の基礎となる地籍
の明確化を図る。
　〇未登記地区の認証及び登記
　〇地籍調査実施区域の成果の閲覧及び交付

事　 業 　名

都市建設課

4

2

1 地籍調査事業

1

〇市街地における道路や公園などの整備を通じ、町民が集い、ふれあい、親睦を深められる魅力
ある都市環境の創出に努める。
〇都市計画マスタープラン等の土地利用構想に従い、良好な市街地環境を創出するため、地域住
民の理解と合意形成を図りながら、市街地の整備を推進する。

事　 業 　名

2

　中心市街地において、既存ストック(公共施設、公

園等)を利用した整備やアクセスルート、回遊ルート

のネットワーク構築を実施し、人々が集う魅力ある都

市環境の創出を図る。

都市建設課補助

　通学路や犯罪不安箇所を中心とした場所において、
LED防犯灯の整備を実施することで犯罪の抑止を図
る。

単独

ＬＥＤ防犯灯
整備事業

単独 地域生活課

事　 業 　名

　交通安全と事故防止を図るため、カーブミラー等の
設置及び維持管理を行う。

交通安全施設
整備事業

単独

都市建設課

単独

交通安全施設
整備事業

地域生活課

　防護柵、区画線を設置し、通行の安全性を確保す
る。

〇交通量が多い国・県道について、交通安全施設の設置をはじめとする安全な道路環境の整備を
要請していくとともに、町道についても、通学路や交通量の多い路線を中心に、各種交通安全施
設の整備を図る。
〇犯罪のない明るい町づくりのため防犯設備の整備を図る。

願成寺地区
市街地整備事業

(4) 市街地の整備

都市建設課単独
　公園整備を主なものとする市街地整備事業を推進す
る。

2



単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

7,100千円

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

229,180千円

46,464千円

(4,300千円)

118,888千円

(35,100千円)

277,674千円

98,948千円

12,700千円

(6,350千円)

2,092千円

(1,097千円)

事　 業 　名

単独

〇本町の人口減少の克服や町の活力創出に向けた取組みとして、町内の定住希望者や町外からの
移住希望者の定住の後押しを図る。

1
定住促進
住宅取得支援事業

〇快適な生活環境を実現するため全町水道化・下水道化を推進し、地域にあった整備を進め、効
率的な公営企業の運営を図る。

2

　公共用水域の水質保全と快適な生活環境の確保のた

め、都市の健全な発展に資する公共下水道の整備を推

進する。

　〇汚水事業は多功地区等を整備する。

(6) 上・下水道の整備

1 水道施設整備事業

6
　下水道施設全体の計画的な点検・調査及び修繕・改
築を行い、持続的な下水道機能の確保とライフサイク
ルコストを低減し施設管理の充実を図る。

4

下水道施設
改築事業

補助 上下水道課

単独

　上三川町・宇都宮市・下野市の２市１町を対象地域

とした流域下水道事業(鬼怒川上流流域下水道中央処

理区)に伴う施設建設及び維持管理の費用を負担す

る。

単独

上下水道課流域下水道事業

補助

上下水道課

  公共下水道のうち、市街化区域以外の区域における

水質保全と生活環境の確保のため、公共下水道の整備

を図る。

　〇汚水事業は石田地区を整備する。

特定環境保全
公共下水道事業

　安全・安心な水の安定供給を図るため、水道施設の
老朽化対策を計画的に進め、災害に強い施設の整備を
推進する。

公共下水道事業(汚

水)
補助

5

　町内への定住促進を図るため、住宅を取得した方に
対して固定資産税等相当額の支援金を交付する。

単独 建築課

事　 業 　名

(5) 住宅施策の充実

3

7
浄化槽
設置整備補助事業

補助

農業集落排水事業

上下水道課

　公共下水道事業並びに農業集落排水事業計画区域以
外の区域における代替施設として、浄化槽設置整備事
業に補助金を交付する。

　農業集落の生活雑排水等を処理する施設を管理し、

農村の生活環境の改善と、公共用水域の水質保全を図

る。

　〇施設維持管理事業

上下水道課

上下水道課

上下水道課

3



単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

480,480千円

(406,728千円)

192,060千円

(70,549千円)

2,555千円

127,015千円

(53,666千円)

２　“子ども・健康・福祉”のまちづくり

補助

(1) 子育て支援の充実

〇一人ひとりの子どもが健やかに成長することができるよう、「第2期上三川町子ども・子育
て支援事業計画」に基づき、幼児期の学校教育・保育、地域における子ども・子育て支援を総
合的に推進し、幼稚園や認定こども園、保育所等の教育・保育の充実をはじめ、児童虐待の防
止やひとり親家庭等の自立支援など援護を必要とする子育て家庭への支援、仕事と子育ての両
立支援、子育てしやすい安心・安全な生活環境の整備など、多面的な取り組みを計画的に進め
る。

事　 業 　名

補助

　次世代を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で応
援するため、養育者に対して手当を支給する。一定以
上の所得がある場合、児童手当・特例給付の支給対
象外となる。
　〇対象となる子ども
　　0～3歳未満　　　　　              　15,000円／月

　　3歳以上小学校修了前(第1子、第2子)

　　　　　　　　　　　 　　　              　10,000円／月

　　3歳以上小学校修了前(第3子) 15,000円／月

      中学生                　　           　10,000円／月

　　特例給付                              　 5,000円／月

子ども家庭課

子ども家庭課

1 児童手当支給事業

　新たに出生した子を祝福し、誕生祝品を贈呈す

る。

　〇1万円相当分の育児に関わる物品の目録

　　(カタログ)を交付する。

単独

子ども家庭課

　0歳児～高校3年生相当までを対象に、保険診療の
自己負担額を助成し、子育て家庭の経済的支援を図
るとともに疾病の早期発見と受療の促進を図る｡
　〇対象児童 4,700人

 

　妊産婦及びひとり親家庭の親と児童(満18歳になった

年度末までで所得制限あり)を対象に、保険診療の自
己負担額を助成し、子育て家庭の経済的支援を図ると
ともに疾病の早期発見と受療の促進を図る。
　〇妊産婦430人 ・ ひとり親家庭240世帯

4 保育所等助成事業

3 ベビーギフト事業 子ども家庭課

2 医療費助成事業 補助

　私立保育園が実施する特別保育事業等に必要な
経費を助成する。(子ども・子育て支援交付金事
業、一歳児担当保育士増員事業、食物ｱﾚﾙｷﾞｰ対応
給食提供事業、等)
　〇認定こども園上三川幼児園・あけぼし保育
　　園・蓼沼保育園・ふざかしおひさま保育園・
　　上三川保育園・ゆいのわ保育園・大山保育
　　園・認定こども園しらさぎ幼稚園・トータス
　　キッズ・ふじやま園・しらさぎセントラル保
　　育園
　使用済みおむつの施設処分を実施する保育所等
に対し処分費用を補助し、おむつの持ち帰り廃止
を促進する。
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

64,904千円

(41,962千円)

8,000千円

83千円

41,363千円

(8,202千円)

4,000千円

5
放課後児童
健全育成事業

事　 業 　名

6
第３子以降
出産祝金事業

不妊治療費
助成事業

単独

7
ファミリー・
サポート・
センター事業

子ども家庭課

補助

8

　子育ての援助を受けたい人(依頼会員)と育児の

援助を行いたい人(提供会員)が、それぞれ会員と

なり、会員同士が相互に援助活動(主に子どもの預

り)を実施し、地域全体で子育て家庭を支援するこ

とにより、児童の福祉の向上を図る。

　次代を担う子どもが健やかに生まれ、育成され

る社会の実現に向け、第3子以降児の出産に対し赤

ちゃん誕生祝金を交付する。

　〇児童1人　200,000円　　40人

子育て支援
センター事業

補助 子ども家庭課

　子育ての支援拠点として、多様な子育て支援活
動を実施し、子育て家庭へのきめ細かな育児支援
を委託により実施する。
　〇親子の居場所作り、子育てに関する相談、
　育児に関する情報提供、子育て家庭同士の交流
やイベントの実施、未就学児の一時預かり。

単独 子ども家庭課

子ども家庭課

単独

9

　不妊治療を受けている夫婦に対し、その費用の一部
を助成する。
　これまでの保険診療外治療だけでなく、保険診療分
も含めて助成対象を拡大する。
　なお、医療保険各法の規定に基づく保険者若しくは
共済組合の定める給付額等を控除した後の額を基準
とする。
　〇自己負担額(基準額)の1/2

    1年度あたり上限200,000円  最長5年

　  平均 100,000円　   40件

子ども家庭課

　昼間保護者のいない家庭の児童に対し、放課後

等の家庭生活及び社会生活において必要な生活習

慣、遊び等を家庭的雰囲気の中で学習する場を提

供し、児童の健全育成活動の向上を図る。

　〇各放課後児童クラブ(町内全小学校区で実施)

　　指定管理者による運営

5



単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

7,287千円

46,193千円

72,017千円

(3,529千円)

1,681千円

63,651千円

(500千円)

13,369千円

1,587千円

教育総務課

教育総務課

単独

7

単独

3

2
　タブレット型情報端末を導入することにより、
授業を改善する手立てとして活用し、学力の向上
を図る。

単独
タブレット型端末
整備事業

適応指導教室事業 教育総務課
　不登校等の児童・生徒に対する教育支援を行
う。

教育総務課

教育総務課

(2) 学校教育の充実

〇確かな学力と生きる力の育成を重視した特色ある教育活動を推進するとともに、学校施設・
設備並びに教育機器等を整備し安全な学校教育環境の確保に努める。

事　 業 　名

1

教育総務課

教育総務課

　小中学校に非常勤講師を配置し、きめ細かな指
導の充実を図る。
　〇小学校　 49,908,000円

　　中学校　 22,109,000円

単独

小中学校学級
運営等改善事業

補助

　パトロール車による通学路巡回を実施し、登下
校時の防犯対策を強化する。

学校図書館司書
配置事業

5
小中学校
教育機器・
備品整備事業

補助

　情報基礎教育の充実を図るため、パーソナル
コンピュータを整備するとともに、教育内容・方
法等の多様化に対応して、図書・視聴覚機器等教
材備品の整備を図る。
　〇小学校　　 29,752,000円

    　  教材備品整備事業　 6,300千円

　　  教育機器整備事業　23,452千円

　  中学校　　 33,899,000円

      　教材備品整備事業　 5,000千円

　　  教育機器整備事業　28,899千円

4
児童等登下校時
防犯活動推進事業

英語力向上事業 単独

6

　町内の中学校に在籍している中学3年生を対象に
英語検定の受験料を町で全額負担し、英語力の向
上を図る。

　小中学校図書館に司書を配置し、児童・生徒の
読書量の増加による学力向上や読解力の向上につ
なげるため、読書活動の推進を図る。

6



単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

52,791千円

(736千円)

183千円

(51千円)

5,130千円

(3,847千円)

国民健康保険事業 2,895,000千円
(国民健康保険事業

特別会計)

(国県負担金・

県交付金

2,167,185千円)

後期高齢者
医療事業 387,000千円
(後期高齢者医療

特別会計)

(県負担金

47,973千円)

介護保険給付事業 2,196,364千円
(介護保険事業

特別会計)

(国県負担金

 714,571千円)

健康福祉課

　判断能力が十分でなく日常生活を営むのに支障
がある人が、成年後見制度を利用することができ
るよう、成年後見サポートセンターを設置すると
ともに、成年後見制度利用促進協議会を設置し、
成年後見制度の利用促進を図る。

3
重層的支援体制整
備事業

補助

補助

2 補助

5 補助

6

(3) 社会福祉体制の充実

社会福祉協議会
補助事業

成年後見制度利用
促進事業

事　 業 　名

1 補助 健康福祉課

　社会福祉事業の中核的組織である社会福祉協議
会が行う各種事業に要する経費及び運営費に対し
助成し、その育成強化を図る。
　〇社会福祉協議会運営費補助・各種団体補助・
　　地域活動推進事業・ボランティアセンター事
　　業・生活福祉資金等貸付事業

4

補助

住民課

　子ども、高齢者、障がい者、生活困窮者の分野

を越え、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズ

に対応して包括的な支援を行う、重層的支援体制

整備事業の実施に向けた体制構築を行う(3年間)。

　健康でいきいきとした毎日を送れるように、地
域の皆で保険料を出し合って支える「助け合い制
度」である国民健康保険事業を適正に推進する。

　要支援・要介護状態になっても自立した生活が
できるようにという理念の基に、家族介護の軽減
や受給者の支援のため、介護保険給付事業を適正
に推進する。

住民課

健康福祉課

健康福祉課

〇少子高齢化が急速に進行する中で、子どもから高齢者及び障がい者などだれもが「支えあい

(愛)助けあい(愛)つながり感じて暮らすまち」という第2次地域福祉計画の基本理念の実現に向

けて、福祉教育や啓発活動を推進し、町民の福祉の心の醸成に努めるとともに、社会福祉協議

会や民生委員・児童委員などの福祉活動を育成・支援していく。

〇町民が生きがいを持ち、健康で楽しく自己実現がかなえられる人生が送れるよう、保健事業

の推進や医療費の適正化に努める。また、高齢者の「生活を支える医療」を提供するため、栃

木県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医療制度を推進する。

〇介護を要する高齢者等が、住み慣れた地域で適切な介護サービスが受けられるよう、居宅・

施設・地域密着型サービス基盤の充実を図り、介護サービスが必要な人への適切なサービス供

給やサービスの質の確保など、介護保険事業の適正な運営に努める。

　将来にわたって高齢者が安心して医療を受ける
ことができるよう後期高齢者医療制度を適正に推
進する。

7



単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

9,000千円

5,903千円

8,344千円

介護予防・日常
生活支援総合事業 59,095千円
(介護保険事業

特別会計)

(21,946千円)

包括的支援事業 67,985千円
(介護保険事業

特別会計)

(42,631千円)

事　 業 　名

5

シルバー
人材センター
運営補助事業

〇高齢者の心身の健康状態を保持し、生活状態を安定させるため、保健事業及び福祉事業の充
実を図る。虚弱高齢者を減らし、元気な高齢者を一人でも多くするため、またひとり暮らし高
齢者や高齢者世帯においても安心して暮らせるよう、生きがいづくり、生活の包括的な支援、
高齢者の虐待防止等各種保健福祉サービスを実施する。
〇各種サービスを提供するため、地域包括支援センターをはじめとする民間も含めた高齢者保
健・福祉事業を進める。

(4) 高齢者支援の充実

1

3

補助

2 老人福祉措置事業 単独

敬老祝金支給事業

4 健康福祉課

単独 健康福祉課

健康福祉課

健康福祉課単独

　町民の長寿を祝し、節目年齢になる高齢者に祝
い金を支給する。
　　80歳：   5,000円      85歳： 10,000円

　　90歳： 20,000円　   95歳： 30,000円

     100歳：100,000円

　要支援状態等になることの予防若しくは要支援
状態の軽減・悪化防止のために、介護予防事業対
象者を把握し、事業を実施する。また独り暮らし
高齢者、両老世帯の生活実態把握を行い、必要に
応じて支援を行う。

　65歳以上の方で、環境上の理由及び経済的理由
により、居宅において養護を受けることが困難な
方を養護老人ホームに入所させることや虐待を受
けた高齢者に対し短期入所生活介護など一時避難
の場を提供することにより、高齢者福祉の充実を
図る。

　高齢者の生きがいの充実や活力ある地域社会づ
くりを目的として、社会参加を希望する高齢者に
臨時的かつ短期的な就業機会を提供するシルバー
人材センターの安定運営を支援するため、人件費
等の一部を助成する。

健康福祉課

　高齢者が住み慣れた地域で、尊厳ある生活を継
続することができるようにするために、地域の高
齢者の心身の健康の維持、保健、福祉、医療の向
上及び生活の安定のために必要な援助・支援を包
括的に提供する。また、虐待防止・権利擁護のた
めの支援も併せて行う。

補助

8



単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

8,435千円

41,171千円

(19,503千円)

34,134千円

(21,942千円)

769,169千円

(576,876千円)

45,062千円

(14,152千円)

7,654千円

471千円

健康福祉課

　在宅の身体障がい、知的障がい及び精神障がい
児・者の自立と社会参加を目指すと共に、その介
護を行う家族等に対し支援を行う。また、療育が
必要な児童に心身の発達の促進を図る。
　〇上三川ふれあいの家「ひまわり」管理運営
　〇上三川町こども発達支援センター管理運営

健康福祉課

　障がい者の介護者が病気、入院、死亡その他の
やむを得ない理由により介護することができなく
なった場合、一時的に受け入れ支援を行う。

3

6
障がい者等支援施
設運営事業

(5) 障がい者支援の充実

〇すべての障がい者が地域社会の一員として元気に暮らせるよう、第3次障がい者基本計画の
基本理念である「自分らしく　誰もが笑顔で暮らせるまち　かみのかわ」の浸透を図るととも
に、第7期障がい福祉計画・第3期障がい児福祉計画に沿って、総合的な相談・情報提供体制及
び障がい者を対象とした各種サービスの充実、障がい者関連施設の充実・活用、就労や社会参
加の促進に向けた施策を推進する。

難病患者等
福祉手当支給事業

単独

事　 業 　名

自立支援医療費

支給事業

(更生医療)

(育成医療)

(養育医療)

補助

　障がい児・者がその有する能力及び適性に応

じ、自立した日常及び社会生活を営むことができ

るよう、必要な障がい福祉サービスの給付、補装

具の交付や修理その他の支援を行い、障がい児・

者の福祉の増進を図る。

　〇介護給付費、訓練等給付費、補装具費支給、

　　障がい児通所給付費

1

重度心身障がい者
医療費助成事業

健康福祉課

健康福祉課

5 地域生活支援事業

4 補助

　障がい児・者がその有する能力及び適性に応
じ、自立した日常及び社会生活を営むことができ
るよう、各種の福祉サービスを実施する。
　〇相談支援事業、コミュニケーション支援事
　　業、移動支援事業、日中一時支援事業、訪問
　　入浴サービス事業、日常生活用具給付事業、
　　地域活動支援センター事業、自動車改造助成
　　事業

　重度心身障がい者に対して医療費の一部を助成す
ることにより、保健の向上と福祉の増進を図る。
　〇対象：身体障がい者手帳1・2級

　　　　　療育手帳A1・A2

　　　　　精神障害者保健福祉手帳1級

健康福祉課補助

健康福祉課

単独

補助

　難病の患者等に福祉手当を支給し、福祉の増進

を図る。

　〇支給額 月3千円

　身体障がい児・者の日常生活や社会経済活動へ
の参加促進を図るため、「障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律」に基づ
き、その身体機能障がいを除去又は軽減させるこ
とを目的とした医療費の自己負担の一部を給付す
る。

健康福祉課

2

障がい者
自立支援給付事業

地域生活支援拠点

等整備事業(緊急一

時支援事業)

7 単独
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

21,064千円

4,184千円

(1,438千円)

99,886千円

61,511千円

(24,309千円)

(6) 健康づくり・医療体制の充実

母子予防接種事業 単独

2
風しんの
追加的対策

補助 健康福祉課

母子健康教育事業

3

4

　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予
防するため風しんの抗体検査・予防接種を実施
し、公衆衛生の向上及び健康増進に寄与する。
　抗体検査の結果、十分な抗体量が確認できな
かった場合は予防接種を実施する。

健康福祉課

　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予

防するため高齢者を対象に予防接種を行い、公衆

衛生の向上及び健康増進に寄与する。

　〇高齢者インフルエンザ予防接種の実施

　〇高齢者用肺炎球菌予防接種の実施

1

〇町民一人ひとりが健康寿命(健康で生活できる期間)を延ばし、生涯にわたって健康で元気に暮らせる

よう、健康増進計画に基づき、上三川いきいきプラザを活用した生活習慣病の予防・改善のための運

動事業や、地域ぐるみの自主的な健康づくりを促進するとともに、子どもが健やかに産まれ、育成さ

れる社会づくりに向けた母子保健事業の充実や精神保健・感染症対策の充実など、ライフステージに

応じた保健事業の充実を図る。

〇また、疾病の発見、治療、リハビリテーション等に至る一貫した医療サービスに対するニーズの高

まりや救急・休日・夜間等の医療ニーズに応えられるよう、町内外の医療機関との連携や広域的連携

を強化し、地域医療体制の充実を進める。

高齢者
予防接種事業

事　 業 　名

単独

補助

　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予

防するため個別予防接種により予防接種を行い、

公衆衛生の向上及び健康増進に寄与する。

　〇定期：B型肝炎、ヒブ、小児用肺炎球菌、5種

混合、4種混合、3種混合、不活性化ポリオ、

BCG、水痘、MR(麻しん、風しん)日本脳炎、2種

混合、子宮頸がん、ロタ

　〇任意：成人対象の風しん・MR(麻しん、風し

ん)、おたふくかぜ、生後6か月～

小学6年生まで及び中学3年生並びに高校3年生相当

対象のインフルエンザ

子ども家庭課

　母子保健法及び発達障害者支援法に基づき、母

子保健に関する知識の普及及び乳幼児の健康増進

を図るため、保健指導・健康診査等を実施する。

　〇健康診査等：妊産婦健診、新生児聴覚検査、

乳幼児健康診査(1か月・4か月・10か月・1歳6か

月・3歳)

5歳児発達相談、フッ素塗布、2歳児歯科健診、妊

産婦歯科健診

　〇教室等：プレママ・パパ教室、離乳食教室、

思春期保健事業等

　〇相談、訪問指導：育児相談、新生児訪問等

　〇子育て世代包括支援センター運営

　〇しらピヨ未来支援金

子ども家庭課
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

20,440千円

(20,439千円)

69,936千円

(1,043千円)

750千円

(260千円)

2,917千円

(504千円)

234,674千円

6,433千円

6
がん・
結核検診事業

補助 健康福祉課

　保健センター機能、総合健康活動促進機能、町
民交流センター機能、青少年健全育成機能、保健
福祉関連諸機能の5 つの機能を活用し、すべての
町民の福祉の向上と健康維持増進を支援する。

　町民一人ひとりの健康づくりに対する意識や取

り組む意欲を高め、健康寿命の延伸を図る。

　また、上三川いきいきプラザを活用し、生活習

慣病予防の実践運動教室等を実施するとともに、

地域での健康づくりを推進するため支援を行う。

　〇健康マイレージ事業

　〇FUN+WALK

　〇地域での健康づくり事業

　　(かんたんフィットネス教室、

　　　自主運動グループサポート事業 等)

健康福祉課補助

単独

8

9

健康づくり事業

7

健康福祉課

健康福祉課
医療用ウィッグ等
購入費助成事業

　がん治療の副作用等により医療用ウィッグ、乳

房補正具が必要な方に対し、購入費用の助成をす

ることにより心理的・経済的な負担を軽減し、療

養生活の向上(QOL)を図る。

　帯状疱疹の発症率低減及び重症化予防のため予
防接種を行い、町民の健康増進に寄与する。

上三川
いきいきプラザ
管理運営事業

健康福祉課

　内臓脂肪症候群(メタボリックシンドローム)に

着目した特定健康診査及び特定保健指導を実施

し、疾病の予防、心身の健康の保持増進を図る。

10
帯状疱疹ワクチン
接種事業

単独 健康福祉課

補助

　疾病の早期発見による早期治療に繋げるため、
各種の検診を実施し、町民の健康の保持及び増進
を図る。

5 補助
特定健康診査・
特定保健指導事業

事　 業 　名
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

1,500千円

9,530千円

2,000千円

12,000千円

4,810千円

(3,610千円)

250千円

(250千円)

7,415千円

(5,185千円)

22,600千円

(21,600千円)

4,232千円

(4,232千円)

25,000千円

(12,250千円)

３　“産業・しごと・活力”のまちづくり

(1) 農業の振興

10

8
農業人材力強化
総合支援事業

補助

9
人・農地プラン
実現化事業

補助 農政課
　地域の話合いをもとに将来の地域農業の在り方
を定めた地域計画の策定を推進する。

6
農地集積推進
事業

補助 農政課
　担い手への農地集積・集約化を推進するため農
地中間管理機構を通じた農地の賃借の取組を支援
する。

農政課

　次世代を担う独立・自営の農業者となることを
志向する青年等新規就農者に対し、就農直後の経
営確立、さらには経営を発展させるための機械・
施設等の導入を支援する。

7
多面的機能支払
事業

補助

4
土地利用型
経営体育成事業

単独 農政課
　土地利用型経営体の経営基盤を強化し、米麦の
生産拡大を図るため、一定規模以上の経営体が農
業機械を導入する取組を支援する。

5
環境保全型農業
直接支払
交付金事業

補助 農政課
　環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者
で組織する団体を支援する。

2
農業公社
支援事業

単独 農政課
　農地流動化の推進、認定農業者や地域営農集団
等の育成、市民農園の普及推進を図るため農業公
社の事業を支援する。

3
園芸産地
振興対策事業

単独 農政課
　園芸産地として振興を図るため、認定農業者等
がパイプハウスを導入する取組を支援する。

〇本町農業の発展を図るため、恵まれた立地条件を活かした収益性の高い都市近郊型農業を
基本として、消費者の視点を重視しながら、食の安全・安心の確保や競争力の強化など、米
麦・園芸・畜産のバランスのとれた農業の振興を推進する。

事　 業 　名

1
農業用
廃プラスチック
処理対策事業

単独 農政課
　農業用廃プラスチックの適正処理の普及推進を
図る。

土地改良事業 補助 農政課
　土地改良事業の農業用用排水路の整備と改修を
支援する。

農政課
　農業・農村の持つ多面的機能の維持・発揮、農
村景観の保全を図るための地域の取組を支援す
る。
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

16,000千円

1,000千円

　

1,081,270千円

(901,000千円)

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

2,700千円

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

3,066千円

13
強い農業づくり
総合支援事業

補助 農政課
　収益力向上等を図るため、産地基盤施設の整備
や、高収益な作物・栽培体系への転換に必要な機
械・施設の導入等を支援する。

(2) 商業の振興

〇商業の振興を図るため、商工会等との連携を図りながら、事業者に対する経営体質強化の
支援、既存商店街の再生に向けた取り組み等を進める。

事　 業 　名

1
プレミアム
商品券事業

スマート農業技
術導入支援事業

事　 業 　名

1
消費生活
センター運営
事業

単独 地域生活課
　窓口に専門的な消費生活相談員を配置し、町民
からの消費生活の相談に対応する。

〇町民の消費生活の安定と向上を図るため、相談事業の充実、及び消費者自身の判断力の向
上や自立を促すための取り組みを進める。

単独 商工課
　購買力の地元誘導を図るため、プレミアム付き
商品券を発行し、消費需要の拡大を図る。

(3) 消費者対策の充実

11

12

事　 業 　名

農業再生対策
推進事業

単独 農政課
　スマート農業技術を導入する認定農業者又は認
定新規就農者の取組を支援する。

　米政策改革(水田農業ビジョン)の円滑な推進を

図るため、農業再生協議会の事業を支援する。
農政課単独
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

22,541千円

(5,696千円)

7,084千円

230,400千円

(53,020千円)

121,000千円

(58,300千円)

105,500千円

　町内道路網の骨格となる幹線道路をはじめ、集
落間の連絡道路、集落内の生活道路を安全で便利
な道路に整備する。

3 道路整備事業 補助

　橋梁の適正な維持管理を実施し、通行の安全性
を確保する。

5 道路維持事業 単独

４　“交通・交流・連携”のまちづくり

1
デマンド交通
運行事業

補助 地域生活課

(1) 道路・交通網の整備

〇高齢社会の進展を見据え、自家用車での移動が困難な方の交通手段となる、路線バスやデ
マンド交通「かみたん号」の利用しやすい環境づくりを推進する。
〇国・県道の整備促進を関係機関に要請するとともに、幹線町道から身近な生活道路に至る
まで、町内道路網の計画的な整備を推進する。

事　 業 　名

　鉄道や路線バスなど公共交通機関への接続、ま
た、買い物、通院等の日常的な移動手段として、
デマンド交通「かみたん号」を運行することによ
り地域公共交通の利便性向上を図る。
　〇平日　午前8時～午後6時

都市建設課

都市建設課
　町道の舗装修繕、幹線町道の危険箇所の除草な
ど、適正な維持管理を実施する｡

道路台帳
整備事業

単独 都市建設課

　道路法の規定に基づき、新設又は改良された町
道の調書及び図面を整備し、道路台帳の適切な管
理を実施する。

2

4
橋梁
維持管理事業

補助 都市建設課
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

9,715千円

33,251千円

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

4,500千円

(1,226千円)

6,415千円

(1,483千円)

3,150千円

(1,100千円)

事　 業 　名

1
中学生
海外派遣事業

単独 教育総務課

　令和6年8月、中学生をオーストラリアケアンズ
に派遣し、国際感覚豊かな青少年の育成と国際交
流の推進を図る。

(2) 国際化、地域間交流の推進

〇中学生海外等派遣事業を推進し、国際感覚あふれる人材の育成を図る。

2
かみのかわ
景観スポット
整備事業

補助 商工課
　本町の観光資源として、ひまわり畑の観光ス
ポットをつくり、町観光事業の活性化を図る。

3
かみのかわ
町おこし夏祭り
事業

補助 商工課
　町の活性化と商店街の賑わいを創り出すための
事業に対し助成し、夏祭りの振興に努める。

(3) 観光・レクリエーションの振興

〇更なる交流人口の増加に向け、周辺市町との連携も含めた既存資源のネットワーク化及び
魅力の強化を進める。

事　 業 　名

1
フェスタin

かみのかわ事業
補助 商工課

　町の活性化を目的として開催される、フェスタ
inかみのかわ事業を支援し振興を図る。

2 ＡＬＴ配置事業 単独 教育総務課

　小中学校に外国語指導助手を配置し外国語活動
の充実を図るとともに、幼稚園・保育園等への訪
問を通して国際理解教育の推進を図る。
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

4,313千円

5,325千円

497千円

60千円

65,050千円

(7,488千円)

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

10,364千円

(1,960千円)

2

生涯学習課

　町民が文化的教養を高め得るような各種学級講

座を開設し、生涯学習環境の充実を図る。

　〇31学級講座　2イベント

5

〇人づくりの拠点である、生涯学習関連施設での学習機会の提供及び人材育成と活動支援策
の充実を図るため、中核施設となる生涯学習センター事業の内容を充実する。
〇図書館や体育センター等関連施設からの情報提供・発信や、現在活動中の様々な人材の一
層の活動強化支援や、新たな地域人材の育成事業の推進、併せて施設環境の整備を図る。

事　 業 　名

単独1

単独 生涯学習課

５　“人・文化・スポーツ”のまちづくり

　生涯学習事業の中核施設として、町民への学習
機会の提供や、各種団体への情報提供・活動支援
をし、地域づくり・町づくりを進めるとともに、
多目的な公共施設としての機能維持に努める。

(1) 生涯学習の充実

(2) 青少年の健全育成

生涯学習課

生涯学習
推進事業

生涯学習課

生涯学習課

3 地域未来塾

補助

事　 業 　名

地域子ども教室
推進事業

4 親学習出前講座 単独

生涯学習
センター事業

生涯学習課

　少子化が進む中、幼稚園や保育所等に通う子ど
もを持つ保護者を対象に、子育てや親子関係をよ
り豊かなものにしていく学びの場として出前講座
を開催する。

単独

　地域の方々の参画を得て、子どもたちに勉強や

スポーツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動

等の機会を提供する。

　〇放課後子ども教室　6教室

1

〇安全安心な子どもの活動拠点(居場所)を設け、子どもたちが心豊かで健やかに育まれる環

境作りを推進する。

かみのかわ図書
ネットワーク
運営事業

　中学生等を対象に、放課後や土曜日、夏休み等
に、各学校において、地域住民等の協力により、
学習支援を実施する。

　町内小中学校全10校図書室と町立図書館をネッ
トワークで結び、データベースを一元化すること
で、図書館と学校または学校間での図書資源の有
効利用を図る。

補助
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

2,511千円

1,200千円

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

2,582千円

3,290千円

1,300千円

(4) スポーツの振興

生涯学習課

1

単独 生涯学習課

　駅伝大会を通して参加者の交流及び体力の増進
を図るとともに、町民の協力による大会運営を通
して協働の実践を図る。
　また観戦者にスポーツに親しむ機会を提供する
ことを通して、スポーツを自ら行う動機づけを図
る。

生涯学習課

　大会を通して、いつでも誰でも気軽にできるマ
ラソンを、年齢や体力に応じて幅広い人に楽しん
でいただくことを目的として実施する。

単独

2 文化祭

生涯学習課

　史跡の恒久的な保存のために、地元の遺跡愛護
団体に除草作業を委託し、遺跡の環境の整備を行
うとともに、史跡の価値を広く周知するために、
シンポジウムを開催する。

2
しらさぎ
マラソン大会

(3) 芸術・文化の振興

〇町民主体の文化芸術活動を推進する。歴史と伝統に培われた文化遺産の保護と活用に努め
る。

〇町民のスポーツ・レクリエーション活動を推進するため、各種大会やスポーツ教室を実施
し、心身ともに健康で明るい町づくりを行う。

3
しらさぎ駅伝
競走大会

単独 生涯学習課

　町民一人1スポーツの実践を目標に、町民の誰
もが気軽にスポーツ・レクリエーション活動を楽
しめるイベントを開催し継続的な運動、スポーツ
の実践につなげる。

　多様な文化芸術の鑑賞の場や活動成果の発表の
場として文化祭を開催し、町の文化芸術の発展を
図る。

事　 業 　名

単独

1
上神主・茂原
官衙遺跡
保存整備事業

単独

事　 業 　名

町民スポーツレ
クリエーション
祭
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

135,309千円

(15,000千円)

19,271千円

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

11,165千円

73,325千円

６　“自然・環境”のまちづくり

1
資源再利用運動
推進事業

単独

都市建設課

 　資源の有効活用とごみの減量化を推進するた

め、団体が実施する資源再利用運動に対し、報償

金を交付するとともにごみステーションによる資

源物回収を推進する。

　〇団体報償金(約50団体) 1kgあたり×5円

　〇業者報償金　　　　    　  1kgあたり×1円

　〇資源物ステーション運搬委託費

　　　　　　　　　　　　　8,165千円

事　 業 　名

(1)公園・緑地・水辺空間の整備

農村公園管理
事業

  都市公園等の景観を保ち、公園利用者が安全・

安心、快適かつ楽しく利用できるよう公園の適正

な維持管理を図る。また、老朽化した公園施設

(遊具等)の計画的な更新工事を実施する。

〇公園や緑地は、町民の交流の場、憩いの場、子どもの遊び場であることから、環境・景観
の保全に配慮し、快適な公園環境を維持するための整備を推進する。

〇ごみの排出動向や廃棄物・リサイクル関連法を踏まえながら、広域的なごみ処理体制の充
実を進めるとともに、町民の理解と協力のもと、ごみの減量化やリサイクル等の促進、不法
投棄の防止等に一層積極的に取り組み、循環型社会の形成を推進する。
また、町営墓地上三川霊園についても、適正な維持管理を図って行く。

補助

　農村公園の景観を保ち、公園利用者が安全・安
心、快適かつ楽しく利用できるよう公園の適正な
維持管理を図る。

1

2

2

公園維持管理
事業

一般廃棄物等収
集運搬業務委託
事業

地域生活課単独

事　 業 　名

地域生活課

都市建設課単独

(2) 環境衛生の充実

　一般廃棄物等の収集運搬業務委託
〇ごみステーション
　燃やせるごみ　東地区　16,566千円

　　　　　　　　西地区　16,566千円

　ペットボトル　　　　 　 6,555千円

　不燃・びん・缶等　　　14,190千円
　プラ・白色トレイ・危険ごみ
　　　　　　　　　　　　14,190千円
〇公共施設
　燃やせるごみ　　　　　 5,258千円
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

159,089千円

82,391千円

14,329千円

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

2,657千円

4,000千円
2

家庭用低炭素設
備等普及推進事
業

単独 地域生活課

　電気自動車の購入や定置型蓄電池を設置した者

に補助金を交付する。

　〇定置型蓄電池

　1キロワットアワーあたり1万円(上限10万円)

　〇電気自動車

　10万円／件

1
環境美化運動
推進事業

単独

地域生活課4

　小山広域保健衛生組合

　〇共通経費等      　   　 17,079千円

　〇し尿処理事業経費   　65,312千円

　ごみのないきれいな町づくりを目指すため、地

域ぐるみの環境美化運動を推進する。

　〇花いっぱい運動

　 花苗の配布　約50団体

　　(サルビア、マリーゴールド、シバザクラ)

　〇統一美化キャンペーン

　 報償金の交付 約90団体

　 収集運搬の民間委託

(3) 環境・景観の保全と創造

斎場運営事業 地域生活課

クリーンパーク
茂原運営事業

　クリーンパーク茂原等において一般廃棄物を適

正に処理するため所要の経費を負担する。

　クリーンパーク茂原廃棄物処理負担金

　〇クリーンパーク茂原焼却施設

　　　　　　　　　　　　80,814千円

　〇リサイクルプラザ　　25,811千円

　〇エコプラセンター　　16,913千円

　〇エコパーク　　　　　35,551千円

事　 業 　名

単独

地域生活課

小山広域
保健衛生組合
運営事業

5

3

地域生活課

単独

　町民の利便性を考慮し、芳賀広域行政組合斎場

を広域的に利用する。

　〇芳賀広域事務組合火葬運営費

　　　　　　　　　　　　 14,329千円

単独

事　 業 　名

〇豊かな自然環境を町民と一体となって守り育てていくため、環境美化運動の促進、定期的
な公害環境調査の実施、地球温暖化対策実行計画に基づく諸施策を展開し、地球にやさし
い、うるおいのあるまちづくりを進める。
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

280千円

1,700千円

(1,700千円)

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

3,459千円

(715千円)

86千円

事　 業 　名

　町民の人権意識の高揚を図るため人権講演会等を
実施する。
　〇人権講演会(1回)

　〇人権ミニフェスタ
　〇啓発誌「だんろ」の発行
　〇人権の花運動
　〇社会を明るくする運動 等

〇男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によってあらゆる分野に参画することがで

きるよう、男女共同参画計画に基づき、男女ともに意識改革を進めていくとともに、政策・

方針決定の場への男女共同参画、労働における男女平等等、セクシャル･ハラスメントやド

メスティック･バイオレンス(配偶者や恋人からの暴力行為)などのあらゆる暴力の根絶に向け

た環境整備を図り、男女共同参画社会の実現を推進する。

補助

(2) 男女共同参画社会の形成

〇子どもや女性、高齢者、障がい者等への差別、偏見、同和問題(部落差別)など、様々な人

権問題に対する町民一人ひとりの理解を深め、すべての人がともに生きる人権尊重社会を実

現するため、人権教育・啓発推進基本計画に基づき、学校や職場、地域社会など、様々な場

を通じて人権教育や啓発活動を推進する。

1 人権啓発事業 健康福祉課

事　 業 　名

1

〇補助制度の支援等を通して、各地域のコミュニティ活動の推進・活性化を図る。

2

2
共同学習会・
人権カレッジ

単独 生涯学習課

　人権問題の解決を目的に、地域住民や集会所各
自主教室の参加者・行政関係者等が人権問題を共
感的に理解し、お互いがともに生きることの大切
さを学習するため学習会を開催する。
　また、町職員をはじめ地域や団体の指導的立場
にある人たちを対象に、身近にある人権問題、地
域や団体活動の場での差別に対し適切な対応がで
きる指導者としての資質の向上をねらいとし、人
権カレッジを開催する。

自治会活動
補助金交付事業

宝くじ助成金によ
る備品整備事業

補助 地域生活課
　宝くじ助成金によりコミュニティセンターの備品を整
備し、コミュニティ活動を推進させる。

７　“コミュニティ・地域力”のまちづくり

(3) 人権尊重社会の実現

単独 地域生活課

　自治会全員が参加できる自主的・自発的な事業

の実施を支援することで、地域自治の推進・活性

化を図る。

　〇令和6(2024)年度　2団体

(1) コミュニティ活動の推進
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

8,718千円

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

90,456千円

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

977,511千円

4,822千円

10,901千円

2,750千円

　誰もが親しみ楽しむことのできるORIGAMIに

よる協働のまちづくりを推進し、「ORIGAMIの
まち　かみのかわ」の機運を醸成する。

８　“協働・健全財政”のまちづくり

(1) 町民と行政との協働体制の確立
〇町民や各種団体・ボランティア、民間など、あらゆる主体と協働のまちづくりを推進す
る。また、各種計画の策定や推進、公共施設の管理などへの民間企業や町民の参画を促進す
る。

単独

事　 業 　名

1 まちおこし事業 単独 企画課

2
住民票等の
コンビニ交付
事業

　住民票の写しや印鑑登録証明書等のコンビニ交
付サービスの実施により、交付時間、交付場所を
拡大し、住民サービスの向上を図る。

〇事務事業の見直しを通じた経費削減の徹底はもとより、町税等の収納対策の強化による自
主財源の確保を図る。

事　 業 　名

　老朽化した庁舎の内部大規模改修工事を行い、
性能維持及び長寿命化を図る。

単独 住民課

1
庁舎大規模
改修事業

総務課単独

(2) 情報ネットワークの推進

〇これまでの取り組みを生かした行政内部のIT(情報技術)環境の充実や、多様な分野におけ
る情報ネットワークの整備を進め、電子自治体の構築及び町全体の情報化を進める。

　庁内ネットワークシステムの適正な管理・運用
並びに総合行政ネットワークの活用により、町民
サービスの向上、事務作業の効率化並びに電子自
治体構築の推進を図る。

(3) 自立した自治体経営の確立

事　 業 　名

1
ネットワーク
システム
整備事業

企画課

3
航空写真
撮影事業 単独 税務課

　固定資産税の適正課税のため、町内全域の航空
写真撮影を実施し、課税客体の把握を図る。

4
地番図データ
更新事業

単独 税務課
　固定資産税の適正課税のため、町内全域の地番
図及び家屋現況図データ更新を実施する。
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